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資 料 ２ 

総合規制改革会議の各答申への記載内容 

 

いわゆる「混合診療」の解禁（保険診療と保険外診療の併用） 

 

○第１次答申（平成１３年１２月１１日） 

第１章 重点６分野について 

１ 医療 （4）診療報酬体系の見直し  （Ｐ10） 

 

イ 公的保険診療と保険外診療の併用による医療サービスの提供など公的医療保険の対象

範囲の見直し【平成13年度中に措置（逐次実施）】 

国民の生活水準の向上や価値観・ニーズの多様化により、医療に関する国民の要求水準

も上昇し、「自ら情報を集め、自己責任で治療方法を選択したい」、「保険のカバーする範囲

を超える分は、自費や民間保険を利用しても納得のいく治療を受けたい」というニーズも

強くなっている。国民が負担能力に関係なく適切な医療を受けられる「社会保障として必

要十分な医療」はこれまでどおり確保した上で、「サービスとしての医療」という視点から、

公的保険診療と保険外診療との併用を行えるようにすることは、患者自らの医療サービス

の選択肢を増やすという観点から合理的である。 

一方、「特定療養費制度」が導入され、主に「高度先進医療」や「選定療養（差額ベッド、

歯科材料の一部、200床以上の病院の初診料など）」が認められているものの、その適用範

囲は公的保険カバー範囲全体から見ると厳しく限定されている。  

患者本位の医療サービスのためには、「特定療養費制度」の対象範囲の拡大を行うべきで

ある。その際、医療技術の進歩や患者ニーズの多様化等に応じて、患者に対する十分な情

報提供を前提とした上で、患者の選択により公的保険診療と保険外診療を併用することが

できるようにするべきである。  

 



２ 

○第２次答申（平成１４年１２月１２日） 

第２章 各分野 

５ 医療   

３ 患者（被保険者）の主体的な選択の促進  （Ｐ１１０） 

 

（１）公的保険と保険外診療の併用による患者選択の推進【平成15年度中に措置（逐次実施）】 

国民皆保険制度と医療機関へのフリーアクセスを基本的理念とする我が 国の医療制

度においては、「いつでもどこでも一定水準」の医療が受けられる仕組みとなっているが、

国民の生活水準が向上し、価値観やニーズが多様化した現在では、国民は「いつでもど

こでも一定水準」の医療を受けることだけでは満足しておらず、より質の高い医療を受

けることを求めており、また、医療提供者も、自らの能力や質に応じた十分な評価を受

けることを望んでいる。 

一方、公的医療保険制度による医療費の増大を抑制する必要が生じる中で、公的医療

保険制度の枠内では、国民（患者）の多様化するニーズに対応すること、医療提供者の

質を適正に評価することについては限界がある。特定療養費制度は、高度先進医療、選

定療養を対象としており、現在では、大病院での紹介によらない外来診療や長期入院に

拡大されている。しかしながら、更に十分な患者満足が得られるよう、この枠組みを活

用し、患者のニーズに応じたサービスを選択できる仕組み、医療機関にとっては患者に

よる選択を通じて適正に評価される仕組みを更に推進するべきである。 

保険診療と保険外診療の併用について更なる改革を図るべきである。すなわち、国民

が負担能力に関係なく適切な医療を受けられる「社会保障として必要十分な医療」は公

的医療保険診療としてこれまでどおり確保しつつ、現行の特定療養費制度に関する厚生

労働省告示等を見直し、例えば、患者の選択に応じ特定の医療機関における患者からの

料金の付加徴収できる範囲を拡大するなどの患者選択による保険診療と保険外診療の併

用を早急に推進するべきである。 

 

 



３ 

労働者派遣業務の医療分野（医師・看護師等）への対象拡大 

 

○第１次答申（平成１３年１２月１１日） 

第２章 重点６分野について 

１ 医療 （６）その他  （Ｐ１２） 

 

ウ 医療分野従事者の派遣【平成13年度中に措置】 

医療分野に従事する専門的な人材の効率的な配置による良質で効率的な医療供給体制

の構築が求められる。このため、医療関連業務の従事者の派遣に関する規制の見直しを

検討し、結論を得るべきである。 

 

○第２次答申（平成１４年１２月１２日） 

第２章 各分野 

５ 医療 ５ 多様なマネジメント手法の活用  （Ｐ１１２） 

 

（１）派遣規制の見直し 

平成14年3月に社会保障審議会医療部会における議論を踏まえ、社会福祉施設等にお

ける業務については医療関連業務の労働者派遣を可能とする厚生労働省の提案が示さ

れ、現在、労働政策審議会にて議論がなされている。 

したがって、社会福祉施設等における医療関連業務の労働者派遣については、できる

だけ早期に結論を出し、その結論を踏まえ措置を講ずるべきである。【平成 14 年度中で

きるだけ速やかに措置】 

また、上記の事項が措置されたとしても、医療機関における派遣は依然として認めら

れていない。医療機関における医療従事者をニーズに応じて効率的・適正に配置し、医

療提供体制の充実をどのように図っていくかは、国民（患者）本位の医療サービスの実

現に大きく資する課題である。 

したがって、医療機関における医療関連業務に対する派遣について検討し、結論を得

るべきである。【平成16年度中に結論】 

 

 

� その後、構造改革特区の第２次提案を受けて、以下のとおり進展。 

  『医療機関への医療関連業務の労働者派遣については、１５年度末に検討を前倒し』 

 


